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社会体育行政に関する一考察

一好洋ニ

A Study for the Sports Administration 
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はじめに

戦前5本の社会体育行政は，国家主義的な国民教化政策lζ従属してきたし，そ乙では社会体育行

政のあり方を規定する独自の法はなく，その行政機構もきわめて不備であり，非民主的なものであっ

た。しかし. B本の社会体育行政は，戦後になってようやく，国民のすべての「スーポツを享受する

権利jを保障すべきものとして，法的な責務を負う ζ ととなった。

1961年6月制定のスーポツ振興法は，社会体育行政に法的線拠を与えた願期的なものであるが

いうまでもなく ζの法は. r憲法一教育主主本法一社会教育法という一連の法体系から逸脱する ζ とを
許されなL、J1 )性格をもったものであるといわなければならない。
すなわち，憲法一教育謀本法一社会教育法の一連の法体系において明示された「主権在民J• 詩子

政における住民自治の原則Jの理念は 現行スポーツ振興法にも貫ぬかれているものといわなければ

ならない。つまりスポーツ振興法第3条第1項においては. rひろく国民があらゆる機会とホらゆる
場所において自主的Kその適性及び健康状態に応じてスポーツをする ζ とができるような諸条件の整

備に努めなければならなしリと規定し，国渓がスポーツ活動の主体である ζ と，そして行政は国民の

スポーツ活動をできるだけ全面的に保障する ζ とを前提とし，そのために必要な「環境蟻成JIζ努め

なければならないという任務をもっ ζ とが明示されているのである。

したがって，今日社会体育行政における重要な課題は，スポーツ活動の主体である愚民の自主的
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なスポーツ活動を「サポート・パット・ノーコントロールjの!奈良Ijを貫ぬかせながら，いかに公的に

保障させていくかというととである。

そのためには， r自治体の人的構成婆素であるとともに 9 自治体の行政についてその運営の主体，
すなわち組織運営に参加する権利を有する住民J2) が社会体育行政の分野においても，その権利を行

使していくという課題を追求していく ζとが主主要である。 ζの課題を追求していくさいに，特に

なことは，娯・市町村レベノレでその実現を図っていく ζ とである。というのは，地域は「生存権，労

働権，教湾文化，スポーツ権や健康権を含む幸福追求権の場jであり g 地方自治体 ζそ，住民の日常

生活に密着した，住民のスポーツ活動iζ対するさまざまな要求に却した腕策をやれる1工場にあるから

である。

したがって，小稿では，社会体育行政において，なぜ住民自治が求められるのかを検討し，それ

が現行の制度上いかに確保していけるかについて考察を試みていきたい。

1. 国民のスポーツ権とスポーツ政叢の展開

現代の体育・スポーツをめぐる状況の特徴として 3) 第ーに従来のハイレベルのスポーツへの傾

斜から国民スポーツへの転換がかつてなく広く問題とされている ζ と 第二にわが国の競技力が間際

水準から後退している ζ と，第三に国会において体育・スポーツに関する問題がかつてなく討議され，

スポーツ振興K関する政府機関の「謂査報告jや「提言jが発表されるなど国政問題の一分野として

発獲する萌芽があらわれてきている ζ と，第四に近年間民各f替の健康問題の重大化iζ関連して，国民

の体育・スポーツに対する要求が急激に高まってきている ζとをあげなければならない。

特iζ，ζζ数年の体育・スポーツをめぐる状況の最大の特徴のひとつとして，従来，特権j習や学

生の占有物であったスポーツを国民が「生活必需品Jとして認識しはじめている ζ とである。すなわ

ち r生命と健康を守り，豊かな人柊を形成し，社会的文化的生活lζ不可欠な価イ副とされてよい体
脊・スポーツ活動を，国民の権利(スポ…ツ権)5) として要求するうどきがふかみをましてきている

ζとである。もちろん，そζKは60年代から70年代にかけての自主的・民主的なスポーツ組織の発展

とそのスポーツ運動の前進があった ζとはいうまでもない ζとである。

一方， ζのような国民の「スポーツ要求=闘争Jを線源・源泉として国民のスポーツ権への確立

という動向lζ対応してB 国家の新たなスポーツ政策が展開されてきている。それは，文部省，経企庁，

自治省等における「コミュニテイ・スポーツJ政策の展開である。

「コミュニテイ・スポーツj政策の基本的特徴は.60年代の rr高度経済成長J政策の進展とそ
の矛盾によって生みだされた『社会的緊張』や『生活信社Jへの対応として表現されているが，そと

には国民の『鍵康と体力JIζ対する不安やスポーツ要求lζ対しての国家レベルからの政策的先どり

(単なる「譲歩jとしてではなく，そ乙から，さらに. r地域再編成Jの政策的意図を貫くための効
果的手段として，スポーツのもつ社会的機能を最大に利用しようとする )6)J が行なわれている ζ と

である。

つまり，スポーツをやる主体である閤民(住民)の側の自由，自治といった観点を欠落させ，路

設をつくってスポーツをやらせる。そして，それを通じて現実の円、のちとくらしjの危機をおおい

かくし r国民的合意Jづくりをおしすすめようとしている ζ とである。いいかえれば，関民のスポ
ーツ権の内容である社会権に応ずるポーズをとりながら，実はもっと重要なスポーツの自由権を浸し

てい ζ うとしている ζ とである。
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以上のように，今日の新たなスポーツ政策の展開のなかでは，国民(住民)が，その民主的参加

なり発言の機会が保障される手段が示される ζ となく，国民(住民)は表面的には国家の「恩恵JIζ 

浴しながら，徹頭徹尾，国・行政側のスポーツ政策iζ協力を強いられる対象としてとらえられている。

したがって，今日以上のようなスポーツ政策が展開されるなかで問われている中心的課題は，自

民のスポーツ権をいかに確保していくか そしてその実現のための基盤としての国民(住民)のスポ

ーツ施策に対する参加・発言の機会をいかに確保していくかに讃かれているといってもよいだろう。

それを実現していく手だてが，社会体育行政における住民自治の確保であり，それは閤民のスポーツ

活動の自主的展開とその条件保障を柱とする「住民の，住民による，住民のためのj社会体育行政を

とりもどしていくうえでも緊急の課題といえよう。

2， 社会体育行政と住民自治の復権

とζろで， rコミュニテイ・スポーツJ政策にみられるように，新たなスポーツ政策が展開され
るなかで，とれらのスポーツ政策を克服し，住民の自主的なスポーツ活動の展開の保障を求める運動

が各地で民主的なスポーツ総織を先頭に行われてきている ζ とに注目しなければならない。もちろん

それらの運動のすべてが，社会体育行政における住民自治の復擦を求めるもののみというものではな

いが，少なくとも，地域住民のスポーツ権の保障を求めて「住民の，住民による，住民のためのj社

会体育行政をとりもどしてい ζ うとする動きとはいえよう。

たとえば，東京都太悶区において， 1963年の第一間全国青年スポーツ祭典の会場さがしから端

を発し， 河川敷ゴルフ場区民のスポーツ施設に変えさせた8年越しの「六郷多摩川河川敷ゴルフ場開

放運動/)の成果などである。それは r住民運動，議会活動s 裁判闘争jという三つの運動を統ー
して闘かわれたものであり，もちろん，そ乙では素人とはいえ，現地調査や署名，区，都との交渉を

通じながら，自らのスポーツ要求を現実の社会でとらえていく住民向らの学習も深められていった。

また，スポーツ祭典の後援B 被助金を求める運動ゃあるいは施設利用の民主化や増設を求める運

動など総じて社会体育行政の民主化と住民の自主的なスポーツ活動の保障を求める自治体交渉を含む

スポーツ運動が現在各地で行われている。

ζのように，住民の自主的なスポーツ活動の展開の保鰭を求める運動や社会体育行政の民主化を

求める運動は多様なかたちで進められている。そ ζlζは，国家の新たなスポーツ政策が展開されるな

かで，広くスポーツにかかわる住民自治を求め，あるいはその復権をかちとらなければ，住民のスポ

ツ権を保障する社会体育行政のあり方も実は求められないという認識が多様なかたちでのスポーツ

運動を通して育ちはじめているのではないかという ζ とである。

それでは，なぜ社会体育行政において住民自治が求められるかについて検討しなければならない

が，そのまえに，住民自治とは何かについてふれておく必要がある。住民自治とは，住民が自治体行

政の主人公となる ζ とを意味するとか，あるいは「一定の地域の行政が政府機関Kよってではなく，

その地域の住民によって行なれるJ乙とであるとされている。8)

それでは， ζのような意味をもっ住民自治が今日の社会体育行政においてなにゆえ求められてい

るのだろうか。その理由のひとつは，先述したように地域における自主的なスポーツ運動とそれを担

う住民の自治的な力量の成長に対応しつつ 住民をスポーツ施策に協力を強いる対象としてとらえた

留家のスポーツ政策が展開されている ζとである。 ζのようなスポーツ状況にあっては，やはり住民

参加をまず確保し，住民のスポーツ権を保障する ζ とが求められるからである。
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ーに， ζれまでスポーツの分野においてはとりわけ住民自治が保障されなかったいう日本の肢

史的経過の問題である。乙の点については，戦前において もっぱら社会体育は「時として思想、善導

策として，時として健康や体力育成策としての性格をもって展開されてきたし，しかも重要な ζとは，

それらがいずれも天皇制国家体制の強化，発展という富家目的iζ立って，距民として国民大衆を動員

し，やがてアジア大陸や南Jぢへの帝国主義的進出に巻きこみ，侵略戦争へと突き進ませる役割を巣し

てきた/) し，そ ζには，住民自治ど ζろか，団体自治的な考え方さえほとんどとり入れられず，専

ら天皇2とその国家による中央集権的，官治的行政が展開されてきた。 ζのような日本の社会体育行政

の膝史をふりかえってみるとき，住民自治を援本とする社会体育行政を篠保することは，緊急、の歴史

的課題といえよう。

3. スポーツ振興審議会制震の意義と現状

とζ ろで，間民(伎民)のスポーツ権とその基盤としての計会体育行政における住民自治の創出

を実現可能ならしめるためには 住民の自治的なスポーツ組織とスポーツ運動によって ζそ支えなけ

ればならないと同時にそのような思想、を基礎とする制度がっくりだされなければならない。

「思想や婆求は，制度を媒介としてはじめて実現されていくものであり，制度はその意味で重要

な機構である/0)しかし，そのような制度がっくりだされなければ，関民(住民)のスポーツ権とそ
の基盤としてのスポーツ行政における住民自治の隊員Ijが実現されえないのではなく，現在ある制度の

なかに萌芽的または部分的に含まれている権利性を拡充し発展させる乙とによって，制度の機能を変

えさせていく ζ とも，それらを実現させる方途であるといえよう。 r一定の社会における制度は，た
しかに体制内の存在として，社会体制の持続と安定，または統制のささえであるが/1)がその制度を

誰のために，いかに機能させるかによって，途った機能を生みだ、していくものである。

そういった観点からみれば，スポーツ振興法(1961年6月)において規定されたスポーツ振興

審議会の制度が積極的lζ評価されるべきであり，地域の社会体育行政を住民自治的iζ営ませていくた

めの法制的手だてというべきであろう。

スポーツ振興事審議会の制度は，スポーツ振興法によって新たに去を場したものであるが，それは都

道府県では必霞，市町村では任意設霞というものである。その職務は(第4条第4項，第18条及び第

23条). rスポーツ振興に関する基本的計画Jの策定にあたって教育委員会への意見具申，第二は都
道府県に置かれる審議会は教育委員会と知事の，市町村iζ鐙かれる審議会は教育委員会の諮問KTr;じ

てスポーツ振興に関する重要事項について調査審議して答申する乙とであり，第三は諮問がなくとも

自らスポーツ振興に関する重要事項について教育委員会又は知事(都道府県の審議会のみ)に建議す

るζ と，第四lζ スポーツ団体への補助金交付についての意見呉申などである。

また，スポーツ綴輿審議会委員の資格については(第18条第4項). rスポーツに関する学識経
験のある者J. r関係行政機関の職員jと規定されている。
以上のような機能と委員からなるスポーツ振興審議会ば，本来地方自治体が住民の要求にもとづい

たスポ…ツ施策の立案とそれを実施するための諮問機関として設けられたものである。しかしながら

従来官僚主導の宮治的社会体育行政になじんできた樫史のなかにあって容易に定着する乙とができず

しばしば形式化，空洞化といった批判が絶えないし，それが実態なのである。

たとえば，審議会の運営や活動についてみると，各都道府県の審議会の年平均の開催回数は 7-

8間で，市町村の場合には 3間というありさまである。乙れでは十分な調査や審議ができない乙とは
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明らかである。また任意設置制になっている市町村の審議会の設霞率は11.8 %にすぎず，地域住民

のスポーツ活動と夜接かかわりをもっ市町村 ζ そ，もっと重視されなければならない(表 1参照)

表 1 市町村におけるスポーツ振興審議会設護状況

スポーツ振興審議会 スポーツ綴興簿議会の 昭和43年

の設立登状況 スポーツ振興審議会を 委員について 度におけ

類
市 設けている市町村の比 1市町村 る審議会
町

(%) 委員数 当たりの 開催の平
村

551] 数 委員数 均回数

市 574 25.2 1，686 12 3 

自I 1，996 10.1 2，066 10 2 

村 694 5.4 396 10 3 

計 3，264 11.8 4，048 10 3 

資料 文部省体育局「社会体育調査j昭和44年より

さらに，審議会委員の構成についてみてみると，教育委員会の任命制による制度上の問題とも関

連して，有産・有識者iζよって多く占められている ζ とである。(表2参照)そ乙には，行政の能率

化という側面もさる ζ とながら，行政の側iζ委員の選出にあたって，地域の政治的勢力均衡を配慮し

たり，既存の民間間体の利益代表という菌をなお払拭しきれない委員を選出するという宮治への参闘

の姿勢があるものと考えられる。

また，法lζ規定された審議会の権限についてを 表 2 都道府県スポーツ振興審議会委員

いくつかの問題をもっている。たとえば，現行では， 機業別(%)

もっとも重嬰な地方自治体のスポーツ振興計画につ

いては，教育委員会の諮問に応じて，意見をのべるだ

けで，呉体的lζ答申・建議できる範劉が明文化され

ていない ζ とである。また市町村の審議会では自発

的に建議する権限さえ与えられていないのである。

以上みてきたように審議会の現状については，

形式化し，空洞化しているのが実態である。しかし，

少なくとも ζの審議会の制度は，そもそも「ひろく

民意の反映を企図してスポーツ振興審議会という第

三者的諮問機関の愛場を願ったJ (傍点筆者)ζ と

一187-

会社・ BJ体役員 23.6 教 育 長 6.5 

会社・団体職員 0.5 議 員 9.5 

管環的公務員 7.2 EI営業従事者 6.3 

公 務 員 0.7 そ の イ自 5.0 

大学教員 10.1無 織 6.8 

小・中・高絞長 15.1無記不明 0.3 

首 主毒 8.0 合 計・ 1∞.0 
資料 総務 fスポーツ振喫審議会の社会的構
成IC関する研究J昭和50年B本体育学
会発表資料より。
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を考えあわせれば，地方自治体のスポーツ計簡，活動の全般について，住民意忘を反映しそれを実現

する Jレートとしての可能性をもっているものとして再評価されるべきであろう。

そのためには，さしあたって，委員の公正な選考を行なわせていく ζ とである。その場合，委員

の資格について規定した第18条第4項の条項のなかで iスポーツに衡する学識経験のある者Jとい

う規定は，単iζ 「スポーツの理論やスポーツ医学その他の常識経験者Jのみを意味するのではなく，

「支主二予る美誌について経験のある者やスポーツの指導者」ゆ (傍点筆者)をも含むものと解釈す

べきである。とすれば少なくとも各種の矧域の自主的なスポーツ間体やスポーツクラブの代表者が選

出されたとしてもなんらふしぎな ζとではないと考えられる。

おわりに一社会体育行政の民主化をめざして

今日，スポーツをめぐる状況のなかで鋭く間われている諜題は，国民(住民)のスポーツ権をい

かに確保し，そしてその基盤としての住民自治にもとづく社会体育行政の確立にあるといってよいだ

ろう。そのためには，毘民(住民)の意志表明の場が設定される必姿があるわけである。そして，そ

の形態としては，制度的なものと，非餅度的なものとが考えられるし，今日より積極的に重要なのは

後者であると，思われるが，現13:ある制度iζ萌芽的・部分的に含まれている権利性を拡充し発展させる

ζとによって，制度の機能を変えさせ，それらを実現させる方途として効果的に利用していく乙とも

重要であると怠われる。

そういった意味で現行のスポーツ振興審議会の制度は，地域のスポーツ活動全般にわたって，住

民意志を反映していくルートしての可能性をもつものとして再評価していく乙とが，とりもなおさず

社会体育行政の民主化をめざしていくうえでの一方途であると考えられる。

〔ζの小論は，有岡・宮崎両教授に献げるものである〕
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